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過年度有価証券報告書、四半期報告書及び決算短信等の訂正に関するお知らせ 

 

当社は、平成23年９月９日付「第三者調査委員会調査報告書の要旨の受領に関するお知らせ」にお

いて公表いたしましたとおり、平成22年３月期において当社が株式会社アジリティコーポレーション

（以下「アジリティ社」という）を子会社化した際におけるのれんの会計処理、及びその前提となっ

た土地取引及び土地評価に係る会計処理に関する第三者調査委員会からの調査報告書の要旨（以下「委

員会報告」という）を受領いたしました。 

当社は、この委員会報告を受け、適切な会計処理の検討を行ってまいりましたが、平成23年９月15

日付で、過年度決算の訂正を行うこととし、取締役会で決議しましたのでご報告いたします。 

この結果、本日、平成22年３月期から平成23年３月期までの決算短信及び第６期（平成22年３月期）

有価証券報告書、第７期（平成23年３月期）第１四半期報告書、第７期第２四半期報告書、第７期第

３四半期報告書及び第７期有価証券報告書の訂正について決議し、第６期有価証券報告書、第７期第

１四半期報告書及び第７期第２四半期報告書の訂正報告書については関東財務局長宛に、第７期第３

四半期報告書及び第７期有価証券報告書の訂正報告書については、中国財務局長宛に提出いたしまし

た。 

なお、平成23年９月16日付「昨日の法定開示の不備について」において公表いたしましたとおり、

当社は平成23年９月15日付で、第６期有価証券報告書、第７期第１四半期報告書及び第７期第２四半

期報告書の訂正報告書を関東財務局長宛に、第７期第３四半期報告書の訂正報告書を、中国財務局長

宛に会計監査人からの監査報告書を受領しないまま提出いたしました。その後、会計監査人より、監

査報告書を受領し、翌日の平成23年９月16日付で監査報告書を付した各訂正報告書を提出する予定に

しておりましたが、監査報告書の様式に誤りがあり、法定時間内での提出が出来なかったため、本日

付での提出となっております。 

訂正後の連結財務諸表及び四半期連結財務諸表については、会計監査人より監査及びレビューを受

け、改めて監査報告書及び四半期レビュー報告書を受領しております。 
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１．訂正の概要 

（１）「のれん」の会計処理の訂正 

当社は、平成22年３月期において、アジリティ社を実質支配基準により連結子会社化し、その

際に生じた「投資消去差額」につきましては、「のれん」として資産計上しておりました。 

委員会報告を受け、当社で協議した結果、「のれん」の会計処理については「２．第三者調査

委員会による調査報告と当社の見解（１）「のれん」の会計処理について」に記載のとおり、不

適切な会計処理であったと判断し、「投資消去差額」については、「連結範囲の変更に伴う剰余

金の減少高」として連結上の利益剰余金から直接減額することといたしました。 

また、のれんの訂正により、平成23年３月期第一四半期、平成23年３月期第二四半期、平成23

年３月期第三四半期、平成23年３月期において計上しておりました、のれんの償却額についても

訂正しております。 

 
（２）「減損損失」の会計処理の訂正 

アジリティ社は、平成22年３月において、青森県青森市の大規模農業用地（以下「本件土地」

という）に対する減損損失を計上しておりました。これは、調査報告７ページ記載「（１）アジ

リティ社の個別決算における会計処理 ② 本件土地の減損損失の計上」のとおり、本件土地の取

得価額から平成21年12月鑑定による本件土地の鑑定評価額（以下「本件評価額」という）を差し

引いたものであります。 

当「減損損失」については、当初、減損損失の要件を詳細に検討することなく、本件評価額が

本件土地の簿価を下回っていたために計上したものでありました。また、上記「のれん」の会計

処理の前提となった会計処理でありましたので、「のれん」の会計処理の見直しを行う中で、「減

損損失」の適否についても検討対象となり、減損損失の要件の詳細を確認したところ以下の事実

が判明いたしましたので、訂正することといたしました。 

本件土地は、元々は当社子会社である株式会社塩見ファクターの貸付金の担保として供せられ

ていた遊休地でありましたが、平成22年２月以降は、事業用地として、当社グループが大規模農

業法人による本件土地の活用計画に取り組むこととなりました。 

また、調査報告10ページ記載「③ 平成21年12月鑑定による本件土地の減損損失計上の合理性に

ついて a) 本件土地について減損の兆候を認識したことの合理性について」のとおり、本件評価

額を本件土地の市場価格として、本件土地の取得価額（アジリティ社は平成21年７月に取得）か

らの下落率を見た場合、下落率は24.7％であります。 

以上のことより、固定資産の減損に係る会計基準 二 １.② 資産又はグループが使用されている

範囲又は方法について、当該資産又は資産グループの回収可能価額を著しく低下させる変化が生

じたか、あるいは、生ずる見込みであること、及び ④ 資産又は資産グループの市場価格が著し

く下落したこと、のどちらにも該当せず、減損の兆候がなかったことが確認されたため、本件土

地に対する減損損失処理については不適切な会計処理であったと判断し、減損損失処理を取り消

すことといたしました。 
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２．第三者調査委員会による調査報告と当社の見解 

（１）「のれん」の会計処理について 

委員会報告19ページ記載のとおり「平成22年3月期連結財務諸表作成に際し、アジリティ単体の債

務超過額に相当する投資消去差額をのれんとして資産計上した会計処理は、不適切な会計処理であ

ると思料する」と結論づけておりますが、会社としても当該結論を受入れ、のれんの会計処理につ

いては訂正することといたしました。 

また、委員会報告17ページ記載の「（４）投資消去差額の処理方法に関する当委員会の見解」にお

いて、連結開始時点のアジリティ社の欠損金は、「連結範囲の変更に伴う剰余金の減少高」として連

結上の利益剰余金から直接減額することが適切であるとされておりますが、当社としてもこの解釈

に異存は無いため「新規連結に伴う剰余金の減少」として処理いたします。 

 
（２）「減損損失」の会計処理について 

委員会報告９ページ「③平成 21 年 12 月鑑定による本件土地の減損損失計上の合理性について a)

本件土地について減損の兆候を認識したことの合理性について」に、減損の兆候の有無についての

記述がなされております。結論としては、当時の減損処理は不適切ではなかった、という主張であ

ります。 

問題は、「不適切ではなかった」とすることの根拠が、「金額的に重要」であること、及び「時価

が下落傾向」であることを理由として挙げております。しかしながら、ここで引用された減損会計

基準が触れている下落率が 50%に満たない場合の減損処理の適用についての、最も基本的かつ重要

な要件は「処分が予定されている」ことであるにもかかわらず、それには一切触れずに「金額的重

要」及び「下落傾向」を基準適用の要件として使い、このような処理も不合理というわけではなか

ったとしております。 

 
以上の委員会報告の主張に対する当社の見解は以下の通りであります。 

「固定資産の減損に係る会計基準 三３」によると「固定資産の減損とは、資産の収益性の低下

により投資額の回収が見込めなくなった状態であり、減損処理とは、そのような場合に、一定の条

件の下で回収可能性を反映させるように帳簿価額を減額する会計処理である」とし、減損会計の本

質が収益性の低下の場合に取得原価で翌期以降に繰り越すことを認めず回収可能額による評価を求

めるものであることを規定しております。いわば、これが減損会計の本質と捉えることもできる基

本規定であります。 

そして、減損会計の適用上の減損の兆候があるかどうかについて、その程度は必ずしも画一的に

数値化できるものではない（適用指針 77 項）としながらも、一定の目安を設けることも実務上の

指針として役立つ側面もあることから、必要と考えられる範囲において、その目安として「50%程

度以上の下落」が示されております（適用指針 15 項）。 

ただし、減損の兆候は、資産又は資産グループに減損が生じている可能性を示す事象であってそ

の程度は必ずしも画一的に数値化できるものではなく、50%程度以上下落していない場合でも、例

えば、処分が予定されている資産で、市場価格の下落により、減損が生じている可能性が高いと見

込まれるときのように、状況に応じ個々の企業において判断することが必要な時がある（適用指針 

89 項）とされているものであります。 
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当社は以上の規定の趣旨について、減損会計の適用において、企業の状況によっては必ずしも 50%

基準にこだわりすぎることは、時として減損会計の本来の趣旨（先の基準 三３）を逸脱してしま

う場合があり、その典型例として「処分が予定されている」場合が挙げられていると考えておりま

す。つまり、このような場合には、もはや資産の収益性の低下が確実であり、徒に 50%基準に固執

することは、むしろ減損会計の趣旨を逸脱することもあるから、「減損することもあり得る」という

ことになると当社は解釈しているものであります。 

翻って、委員会報告が理由として揚げている「金額的重要性」という事項は、むしろ会計基準の

適用に際し、重要でない場合にくらべてより慎重に判断する必要があることを示すものと解釈すべ

きものであり、「減損することもあり得る」ことの理由として捉えるべきものではないと当社は考え

ております。むしろ「金額的重要性」という事項は、減損の要否の判定にあたって、重要性がない

場合にくらべて、より慎重に正確に判断すべきであると解釈すべきものするのが当社のとる立場で

あります。「下落傾向」についても、ほぼ同様で、「減損することもあり得る」ことの理由として捉

えるべきものではないと当社は考えております。むしろ「下落傾向」がある場合には、そうでない

場合に比べて、減損の兆候の発生の可能性について、より注意深くならなければならないことを意

味すると捉えることが当社の解釈であります。つまり、「金額的重要性」及び「下落傾向」自体が

50%に満たない場合の減損兆候の判定要素にはならないと当社は考えており、委員会報告の主張に

ついて疑問を呈するものであります。 

このように、50%基準に満たない場合の減損兆候の判定にあたっては「処分の予定」の有無が判

定基礎となると当社は考えており、事実として当該土地の処分予定は平成 22 年 3 月末においても、

また現在においても存在せず、適用指針がいうところの減損兆候には当たらないとするのが当社の

結論であります。 

次に本要旨 10 ページ「ｂ）減損損失測定に平成 21 年 12 月鑑定を採用したことの合理性につい

て」であるが、ここでは、減損の兆候が存在することを前提として、減損会計の次のステップであ

る減損損失の認識・測定についての議論を展開しております。しかしながら、前述のとおり、当該

土地について減損の兆候は存在していないため、次のステップである認識・測定にはいたらないた

め、ここでの議論はすべて不要であると考えております。 

以上より、委員会報告では、12 ページにおいて「・・・土地評価に係るアジリティ社単体の会計

処理については、・・・不適切な会計処理は認められない・・・」と結論しておりますが、減損会計

基準の論旨を踏まえると、受け入れられないとするのが当社の立場であります。 

従いまして、平成 22 年 3 月期における本件土地の減損処理は不適切な処理であったため、これを

訂正することといたします。 
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３．過年度業績への影響額 

第６期（平成22年３月期）から第７期（平成23年３月期）における会計処理による過年度業績

への影響額は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

期 項目 訂正前(A) 訂正後(B) 訂正額(B－A) 

平成22年３月期 

売上高 1,074,441 1,074,441 －

営業利益 △312,208 △312,208 －

経常利益 △1,353,865 △1,353,865 －

当期純利益 △3,146,111 △3,146,111 －

総資産 17,843,848 17,795,544 △48,304

純資産 △2,131,033 △2,179,338 △48,304

平成23年３月期 

第１四半期 

売上高 94,084 94,084 －

営業利益 △222,926 △203,179 19,747

経常利益 △507,293 △487,546 19,747

四半期純利益 △488,323 △468,576 19,747

総資産 17,303,647 17,275,090 △28,557

純資産 △2,623,223 △2,651,780 △28,557

平成23年３月期 

第２四半期 

売上高 174,985 174,985 －

営業利益 △348,196 △308,701 39,494

経常利益 △677,700 △638,206 39,494

当期純利益 △671,077 △631,583 39,494

総資産 16,790,328 16,781,518 △8,810

純資産 △2,806,157 △2,814,968 △8,810

平成23年３月期 

第３四半期 

売上高 285,671 285,671 －

営業利益 △394,295 △335,054 59,241

経常利益 △794,719 △735,478 59,241

当期純利益 862,764 922,005 59,241

総資産 15,767,682 15,778,618 10,936

純資産 △1,085,620 △1,074,683 10,936

平成23年３月期 

売上高 388,887 388,887 －

営業利益 △508,854 △429,866 78,988

経常利益 △887,146 △808,158 78,988

当期純利益 2,073,833 2,152,821 78,988

総資産 15,179,625 15,210,309 30,684

純資産 332,995 363,678 30,684

 

以上 
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